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3.3.3 大型液状化実験の挙動把握および地盤特性の把握 
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(c) 業務の目的 

 本研究は、液状化時の地盤の物性と変形挙動を把握するために実物大模型実験に適用で

きる地盤内の変位計側システムを確立し、模型実験時の地盤挙動の計測を実施する。さら

に、模型実験から得られる地盤挙動と室内要素試験から得られる土の物性から地盤特性の

把握を行う。 
 

(d) 2 か年次実施計画 

 1) 平成 17 年度： 

  ① 地盤内変位計側システムの実物大模型実験の適用性の検討 

  ② 地中変位計の作製と計測の実施 

  ③ 室内要素試験による液状化した土の物性の把握 

 2) 平成 18 年度： 

  ① 大型液状化実験における地中変位の計測結果の検討 

② 中型振動台実験における杭と液状化地盤との相互作用の検討 
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(e) 平成 18 年度業務目的 

平成 17 年度に地盤・基礎の実物大実験のための地中変位計測システムを開発し、平成 18

年 3 月に行われた矢板護岸の側方流動実験に採用した。そこで平成 18 年度には、昨年度に

行われた実物大実験の結果から地中変位計測システムの妥当性の検証を行う。さらに、平

成 18年度に実施予定である円形せん断土槽を用いた杭基礎実験とケーソン護岸の側方流動

実験においても、地中変位計測システムを用いて強震動時の地盤内変位とその挙動につい

て検討する。また中型振動台実験を併せて実施し、杭と液状化地盤との相互作用について

検討する。 

 

(2) 平成 18 度の成果 

(a) 業務の要約 

地盤・基礎の実物大実験の地盤挙動を調べるため、平成１７年度に大型実験に適用でき

る地中変位計測システム 1) の改良及び作製を行い、平成 18年 3月の矢板護岸の側方流動実
験にて地盤内変位の計測を行った。この実物大実験において地表面に設置されたレーザー

式変位計と地中変位計から求めた地盤表層部の変位量を比較したところ、この両者には整

合性のある結果が得られた。つまり、今回使用した地中変位計は液状化地盤と一体となっ

て変位していたと確認できた。また地中変位計では、一般的な変位計では（測定レンジが

狭いために）測定できない 1 mを超える大変位領域までの測定ができた。さらに、平成 18
年度のせん断土槽を使った杭基礎実験とケーソン護岸の側方流動実験にも採用し、強震動

時の地盤内変位の測定を行い、加振中の地盤の変形挙動を捉えた。中型振動台では、杭と

液状化地盤の相互作用について調べ、杭に作用する力は杭と地盤との相対速度に強く依存

することが分かった。 
 
(b) 業務の成果 

1) 大型液状化実験における地中変位の計測結果 

 図 1に地盤内変位の測定のために設置した地中変位計の模式図と組立て状況を示す。こ
の地中変位計は両端にヒンジを持った 300 mm X 40 mm X 6 mmのプラスチック製のプレ
ートをつなぎ合わせたものであり、それぞれのプレートにはプレートの傾斜量を測定する

ための加速度計が設置されている。そして、このプレートは液状化地盤と一体となって移

動する必要があるため、プレートの材料には飽和した液状化地盤とほぼ等しい単位体積重

量（γ = 19.6 kN/m3） を持つガラス繊維入りエポキシ樹脂を使用した。図 2に地中変位測
定用のプレートの形状及び寸法を示す。ヒンジ部にはφ3.2 mmの穴に直径 3 mmのステン
レス製の丸棒を用い、ヒンジ部への砂粒子の侵入を防いだ。そして、加速度計はプレート

の中央部にある孔を使用してねじ止めした。 
 実物大実験での地中変位計の設置は、図１(c)に示すように予め組上げた地中変位計を土
槽上部から吊り下げ、また初期状態でのヒンジ部の回転を避けるためにヒンジ部に固定用
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のガイドを使用した。そして、地盤作製の進捗状況に応じてこのガイドを取り外す方法で

地盤内に設置した。また、地中変位計の下端は土槽底部に固定されている。 

   
(a) 模式図            (b) 組立て状況   (c) 設置状況 

図 1 地中変位計の模式図と組立て状況 
 

 
図 2 地中変位計用プレートの形状及び寸法 

 
 地中変位計に設置した加速度計から地盤内の水平変位量を求める計算過程は、次の手順

によって行われる。① 地中変位計に設置された加速度の記録結果を高速フ－リエ変換し、

加振の加速度による高周波数成分を計測記録から取り除く。② 次に、地盤の変位によって
生じた地中変位計の傾斜量を低周波数成分である加速度から求め、各プレートの傾斜量と

水平変位量をそれぞれ算定する。③ 地中変位計の下端からの水平変位量を積分することで、
各深さにおける水平変位量を算定する。なお、加速度記録の加振による高周波数の加速度

成分と傾斜による低周波数の加速度成分の分離には、敷居値である周波数を変えることで

最適な周波数を検討した。 
 次に、平成 17年度の矢板護岸の側方流動実験と平成 18年度のせん断土槽の杭基礎実験、
ケーソン護岸の側方流動実験での地中変位計の測定結果を示す。 
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a) H17・矢板護岸の側方流動実験 

 図 3に平成 17年度に実施された矢板護岸の側方流動実験の模型平面図を示す。地中変位
計は、矢板護岸と基礎フーチングの中間地点（地点 A）、杭基礎内の郡杭（3 X 2）の内部
（地点 B）、土槽前面と杭基礎の中間地点（地点 C）の 3箇所に設置した。水平変位量の
測定方向は土槽の長手方向である。また図 3には、地中変位計の計測結果の妥当性を検討
するために使用したレーザー式地表面変位計の設置場所を合わせて示す。 

地表面変位計

地中変位計

矢板護岸

 
図 3 H17・矢板護岸の側方流動実験の地盤概要と地中変位計の位置 

 
模型地盤概要の正面図を図４に示す。地中変位計の下端は土槽底面に接着剤で固定され

ている。そして、地中変位計の計測深さは土槽底部から 700 mmある密詰め層（非液状化
層）の上端から測定した。それぞれ地点の計測深さは、密詰め層の上端から 300 mm間隔
である（地中変位計に設置した加速度計のそれぞれを地盤下部から A1、A2 ・・・、A13
というように地点名と番号で名付けた）。 
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図 4 H17・矢板護岸の側方流動実験の地盤概要（正面図） 

  
図 5から図 7に地点 A、B、Cにおける地中変位計から求めた地盤表層付近の水平変位量を
示す（海側への変位が正）。これらの図の(a)、(b)は水平変位量算定時に用いた高速フーリ
エ変換のローパスフィルタ（LPF）の敷居値が異なっており、(a)では LPF＝0.25 Hzを、
(b)では LPF＝0.50 Hzを用いた結果である。この実物大実験では、計測開始約 5秒後から
加振が始まり、大きな地震力を受けて地盤が前後（海側と陸側）に激しく揺れながら矢板

護岸が海側に大きく変位したために、加速度記録から加振による慣性力の高周波数成分を

取り除くことが容易ではなかった。そこで、LPFを様々に変えて水平変位量を算定した結
果の一例が図 5から図 7である。これらの図より、LPF＝0.5 Hzでは慣性力による振動成
分を十分に取りきれなかったために地盤変位が大きく振動していることが分かる。一方、

LPF=0.25Hzでは振動成分が除去されており、側方流動による水平変位の漸増成分を捉え
ることができている。 
 図 8には模型地盤の地表面に設置された変位計（図 3の GS1、GS2）の時刻歴を示す。
この変位の時刻歴はレーザー式変位計（測定範囲：－250 mm～＋250 mm）によって測定
されたものであり、計測開始 5秒後から変位し始め、約 8秒付近で測定限界を超えたため
にレンジオーバーの状態に至っている。そして、図 5(a)の地点 Aの地表面変位と図 8(a)の
GS1、図 7(a)の地点 Cの地表面変位と図 8(b)の GS2の結果を比較すると、計測開始 8秒後
に地中変位計の値は約 300 mm程度に達しているため、地表面変位計の結果と一致してい
ると判断できる。 
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       (a) LPF = 0.25 Hz    (b) LPF = 0.50 Hz 

図 5 地点 A：（矢板と杭基礎間）における地表面変位の時刻歴 
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       (a) LPF = 0.25 Hz    (b) LPF = 0.50 Hz 

図 6 地点 B：（フーチング直下）における地表面変位の時刻歴 
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       (a) LPF = 0.25 Hz    (b) LPF = 0.50 Hz 

図 7 地点 C：（杭基礎の側方） 

   
        (a) GS1                 (b) GS2 

図 8 地表面に設置した地中変位計の時刻歴 
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地表面に設置した変位計と 0.25 Hzの LPFを用いた地中変位計の地盤表層の比較より、
今回設置した地中変位計は液状化地盤と一体となって変位していたことが分かる。 
 次に、図 9から図 11には地中変位計の各深さにおける水平変位の時刻歴を表す。なお、
水平変位の算定に用いた LPFは 0.25 Hzである。これらの図から、加振開始と伴に水平変
位が発生し、計測開始から 20秒程度までに地点AとCでは約 800 mm、地点Bでは約 1,200 
mmの最大変位が発生していることが分かる。 
図 12から図 14には、計測開始から 10、15、20、25秒における深さ方向の水平変位分

布を表す。図 12の矢板護岸と杭基礎の中間地点の地点 Aでは、地盤の表層に近づくほど水
平変位量が大きくなっており、最大で約 900 mmの水平変位が発生している。一方、杭基
礎の内部に設置した地点 Bでは水平変位の分布形状は地点 Aのものに類似しているが、そ
の水平変位量は地点 Aよりも大きく、約 1200 mmの水平変位が生じた。このことから、
杭基礎直下では地表面の水平変位よりも大きな水平変位が発生していたことが分かる。ま

た杭基礎の側方（土槽前面と杭基礎の中間）地点に設置した地点 Cでは、地盤表層付近で
は不飽和層の影響を受けて変位量が小さくなっており、不飽和層の下側で最大水平変位と

なっている。 
以上の結果より、今回使用した地中変位計は液状化地盤と一体となって変位しており、

通常の変位計では測定できない1 mを超える大変位の範囲まで測定できることを確認した。 
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      (a) A1 － A6               (b) A7 － A13 

図 9 地点 Aにおける地中変位計から求めた水平変位の時刻歴 
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      (a) B1 － B6               (b) B7 － B13 

図 10 地点 Bにおける地中変位計から求めた水平変位の時刻歴 
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      (a) C1 － C6               (b) C7 － C13 

図 11 地点 C における地中変位計から求めた水平変位の時刻歴 
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図 12 地点 Aの水平変位分布        図 13 地点 Bの水平変位分布 
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図 14 地点 Cの水平変位分布 

 
b) H18・杭基礎の円形せん断土層実験 

 図 15に杭基礎の円形せん断土槽実験の地盤概要と地中変位計の設置位置を示す。地中変
位計の設置位置は 3 X 3の杭基礎内部の 2箇所（地点 A,と地点 B）に設置した。測定方向
は、地点 Aが紙面の上下方向、地点 Bが紙面の左右方向となっている。また深さ方向に設
置した地中変位計のプレート数は 16枚であり、それぞれ土槽の下端から A1、A2、・・・、
A16、B1、B2、･･･、B16である。 
 地点 Aの計測結果として、A4、A8、A12、A16のプレートに設置した加速度計の時刻歴
を図 16に示す。この図より、土槽下部の A4と A8では加速度応答に高周波数成分が見ら
れるが、地盤上部にある A12と A16では地盤の液状化によって加速度応答が減衰したため
に地盤がゆっくりと動いたことが分かる。また、この実験は水平地盤であるために側方流

動実験の結果とは異なっており、地盤内変位には残留変形に大きな傾斜は生じていない。

むしろ、比較的ゆっくりとした振動による変位が見られた。そこで、このゆっくりと振動

する変位成分を求めるためにローパスフィルタ（LPF）を側方流動実験の 0.25 Hzから 0.5 
Hzに変更して、各深さにおける水平変位量を求めた。この結果を図 17に示す。図 17の計
測器は A4、A8、A12、A16である。これらの図より、フーチング直下では最大で約 200 mm
の水平変位が生じていたことになる。図 18には計測開始から 6、7、8、9、10、12、14、
16秒後の深さ方向の水平変位分布を示す。 
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 (a) 平面図              (b) 正面図 
図 15 H18・杭基礎の円筒せん断土層実験の地盤概要と地中変位計の設置場所 
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  (a) 計測地点 A4     (b) 計測地点 A8 
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  (c) 計測地点 A12     (b) 計測地点 A16 

図 16 地点 Aにおける地中変位計の加速度応答 
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  (a) 計測地点 A4     (b) 計測地点 A8 
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  (a) 計測地点 A12     (b) 計測地点 A16 
図 17 地点 Aにおける地中変位計から求めた水平変位量の時刻歴（LPF ＝ 0.5 Hz） 
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図 18 地点 Aにおける地中変位計から求めた深さ方向の水平変位分布（LPF ＝ 0.5 Hz） 
 
 
 地点 Aと同様に、地点 Bの加速度応答の時刻歴と水平変位の時刻歴、深さ方向の水平変
位分布を図 19から図 21には示す。地点 Bにおいても地盤上部の B12と B16では加速度
応答が減衰し、ゆるやかに振動する結果となった。 
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  (a) 計測地点 B4     (b) 計測地点 B8 
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  (c) 計測地点 B12     (b) 計測地点 B16 

図 19 地点 Bにおける地中変位計の加速度応答 
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  (a) 計測地点 B4     (b) 計測地点 B8 
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  (c) 計測地点 B12     (b) 計測地点 B16 
図 20 地点 Bにおける地中変位計から求めた水平変位量の時刻歴（LPF ＝ 0.5 Hz） 
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図 21 地点 Bにおける地中変位計から求めた深さ方向の水平変位分布（LPF ＝ 0.5 Hz） 
 
c) H18・ケーソン護岸の側方流動実験 

 図 22にケーソン護岸の側方流動実験の地盤概要と地中変位計の設置位置を示す。地中変
位計の設置位置は、平成 17年度の矢板護岸の側方流動実験と同様に、護岸と杭基礎の中間
地点の地点 A、3 X 2の杭基礎内部の地点 B、杭基礎側方（土槽前面と杭基礎の中間地点）
の地点 Cの 3箇所である。測定方向は土槽の長手方向である。そして、深さ方向に A1、
A2、･･･、A13の順に 13枚地中変位計用プレートをつないだ。 

A

B

C

 

図 22 H18・ケーソン護岸の側方流動実験の地盤概要と計測器の位置 
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図 23から図 25に地点 A、B、Cの地中変位計に設置した加速度応答の時刻歴を示す。ケ
ーソン護岸の側方流動実験では加振によって地盤が激しく前後に変動したために、地中変

位計に設置した加速度計の値が大きくし変動し、地点 Aでは大きな水平変位の発生のため
計測開始から 15秒には計測器の断線によって計測が不可能になっている。 
次に、図 26から図 28には加速度記録に 0.25 Hzの LPFをかけて求めた地盤内の水平変

位の時刻歴と深さ方向の水平変位分布を示す。 
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 (a) A7      (b) A13 

図 23 地点 Aの A7、A13における加速度応答の時刻歴 
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 (a) B7      (b) B13 

図 24 地点 Bの B7、B13における加速度応答の時刻歴 
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 (a) C7      (b) C13 

図 25 地点 Cの C7、C13における加速度応答の時刻歴 
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図 26 地点 Aにおける水平変位の時刻歴と水平分布 
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図 27 地点 Bにおける水平変位の時刻歴と水平分布 
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図 28 地点 Aにおける水平変位の時刻歴と水平分布 

 
図 26から図 28より、ケーソン護岸と杭基礎の中間地点である地点 Aでは計測開始から

15秒までに最大 1.6 mにおよぶ大変位が発生した。一方、地点 Bと地点 Cでは最大変位で
1.3 m程度となっており、地点 Aよりも小さい。地点 Bと地点 Cの計測開始から 13秒と
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15秒の地盤表層付近の水平変位量を比較すると、杭基礎内部にある地点 Bの方が変位量が
大きいことが分かる。これは、加振中に杭基礎の基礎が破壊したことによりフーチングか

ら上部が海側に大きく変位したことが原因である。またこれらの図の特徴的な挙動して、

地点BとCの地盤下部において、加振中に水平変位が海側から陸側に戻る挙動が起こった。 
 
2) 中型振動台実験における杭と液状化地盤との相互作用 

 図 29に中型振動台実験で行った郡杭模型（Test1：6 x 6、Test2：11 x 11）の実験状況
及び地盤概要を示す。また図 30には Test2の正面図を示す。容器には 2 m x 2 mの正方形
土槽を用い、地盤材料として相対密度 35 %の豊浦砂で 5 %のゆるやかな斜面勾配を持った
地盤を作製した。この地盤内には、ポリカーボネイト製の模型杭（外径：32 mm、内径：
27 mm、EI：53.28 Nm2）が 6 x 6または 11 x 11の郡杭配列されている。そして、加振は
斜面の直行方向に行い、側方流動中に杭にかかる力を模型杭に設置したひずみゲージより

算出した。 
 

 
      (a) Test1：郡杭（6 x 6）    (b)Test2：郡杭（11 x 11） 

図 29 中型模型実験の地盤概要（平面図） 

 
図 30 中型模型実験の地盤概要（Test2：11 x 11、正面図） 

 
 図 31には Test1（郡杭：6 x 6）の地中変位計で求めた地盤内変位の時刻歴と深さ方向の
変位分布を示す。この図において、(a)と(b)は郡杭内部に設置した地中変位計の値であり、
また(c)と(d)は郡杭の側方に設置した自由地盤内の地中変位計の値である。この図より、郡
杭内部の方が地盤の変位量が小さいことが分かる。 
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 図 32には、杭 1本当たりに働く力と郡杭全体に作用する力の算定方法と杭の列ごとの荷
重分担率の関係を示す。この図において、杭に作用する荷重（Qi）は杭に設置したひずみゲ

ージから求めた曲げモーメントの 2階微分より求めている。また、それぞれの杭に作用す
る力をたし合せたものが郡杭に作用する合力（Qtotal）である。そして、各列の杭に作用す

る力（Qi）を Qtotalで叙したものが荷重分担率（図 32(b)）である。 
 

 

図 31 Test1（郡杭 6 x 6）の地中変位の時刻歴 

 
図 32 杭に作用する力と郡杭に作用する合力とその分担率 
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 図 32の杭に作用する荷重の分担率を見ると、流動方向に対して郡杭の最前列及び最後列
の杭に大きな荷重が集中し、内部の杭に作用する力は小さいことが分かる。これは、最前

列に位置する杭には斜面からの流動圧を受けることと、郡杭内部の地中変位量は周囲に比

べて小さいために（図 31）最背後に位置する杭と下流側の地盤には段差が生じ、結果とし
て大きな力が最前列と最後列作用したものと考えられる。そして、この結果より、杭基礎

の被害防止の対策として構造物周囲に杭を新たに打つことによって既設構造物の杭基礎被

害を抑制することができる。図 33には、Test1の最前面に位置する杭に働く力と地盤の流
動速度の関係を示す。この図より、地盤の流動速度と杭に働く力にはっきりとした相関を

見ることができている。 
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図 33 地盤の流動速度と杭に作用する力の関係 
 
 
(d) 結論ならびに今後の課題 

今回、実物大実験で使用した地中変位計が液状化地盤と一体となって変位することが、

地表面に設置した変位計との比較結果より確認できた。また、この地中変位計では、一般

的な変位計では（測定レンジが狭いために）測定できない 1 mを超える大変位領域におい
ても地盤の変位に追随し、加振中の地盤内変位の挙動を捉えることができた。ゆるやかな

斜面上の郡杭と液状化地盤の相互作用を調べた中型振動台では、流動方向に対して郡杭の

最前列と最後列の杭に大きな荷重が作用した。一方、郡杭内部にある杭に作用する水平力

は小さいことが分かった。また杭と液状化地盤の相互作用では、杭に作用する力は杭と地

盤との相対速度に強く依存していることが確認できた。 
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